
＜個別案件確認表（東京都）＞ 

         東京都担当確認年月日 令和元年 ５月１７日 

                東京都作業部会確認年月日 令和元年 ５月２０日 

（契約変更に伴う再確認 令和 3 年 1 月 22 日） 

 

事業名  平成 31 年度東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会             

バスケットボール（3×3）におけるキャノピー（イベント用テント）業者との契

約締結について                             

 

案件名  同上                                  

 

確認の視点 東京都の見解 備考 

経費の負担が平成 29

年 5月 31日の合意の

考え方に基づくもの

であること 

本件は、「都有施設における仮設等」に該当

するため、全額都負担となる。 

なお、当該競技はパラリンピックは行われ

ない。 

（令和 3 年 1 月 21 日 契約変更に伴う追

記） 

・延期に伴う追加経費のうち、コロナ対策以

外の経費については、大枠の合意に基づく

こととされ、これに基づいたものとなって

いる。 

 

事業の執行に当た

り、大会運営を担う

組織委員会が一括し

て執行した方が効率

的、効果的であるこ

と 

大枠の合意において、仮設の整備を実施す

る役割は組織委員会となっており、組織委

員会がＩＯＣ、ＩＦ、地元自治体等と調整を

図りながら行うものである。このため、組織

委員会が全体をマネジメントしながら一元

的に実施した方が効率的かつ効果的と考え

る。 

 

経費の内容等

が必要性（必要

な内容、機能か

など）、効率性

（適正な規模、

単価かなど）、

納得性（類似の

ものと比較し

て相応かなど）

等の観点から

必
要
性 

本業務は、開催都市契約及び大会運営要件

(SPT04)で求められている、バスケットボ

ール(3×3)競技会場施設の整備の一つであ

り、必要不可欠な業務である。 

（令和 3 年 1 月 21 日 契約変更に伴う追

記） 

・本件はバスケットボール（3×3）に使用

するキャノピーについて、延期に伴いレン

タル期間の延長を行うものであり、必要不

可欠な変更である。 
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妥当なもので

あること 

効
率
性 

組織委員会において、製作物に対するＩＦ

からの仕様規定を十分に理解した上で、競

技実施に必要最小限のスペックを確保して

いる。また、見積もり項目及びスペックにつ

いて、組織委員会において、項目ごとに価格

を精査した上で、経費削減可能項目につい

ては削減を行い、見積金額の妥当性検証を

実施していることを確認した。 

（令和 3 年 1 月 21 日 契約変更に伴う追

記） 

・キャノピー本体のうち一部分（予備幕）は、

別契約において早期に返却し、本大会にお

ける資材を必要最小限としている。また、大

会延期に伴い必要最小限の期間延長するも

のであることを確認している。 

 

納
得
性 

本事業は、製品及び設置に関する業者をＩ

Ｆが指定しており、特命随意契約を予定し

ている。当該事業者は、キャノピー設計にお

いて豊富な知見があることに加え、国際大

会等での十分な実績があり、競技や事業内

容への知見についても相当程度あることか

ら、効率的かつ経費縮減が期待でき、本契約

方法は支障がないと考える。 

（令和 3 年 1 月 21 日 契約変更に伴う追

記） 

・本件は、組織委員会が IF を交えて事業者

と交渉し、レンタル延長期間（12 か月分・

早期に返却した部材は組織委員会の手元に

あった 4 か月分）の部材の減価償却費をベ

ースに組織委員会と事業者で按分した額以

下となっている。 

 

その他経費の内容等

が公費負担の対象と

して適切なものであ

ること 

本件は、大枠の合意による都負担となって

いる仮設等整備に該当する経費と認められ

るため、公費負担の対象として適切といえ

る。 

なお、本件は、Ｖ３予算内に収まっているこ

とを確認しているが、今後施工契約を予定

しているため、引き続き経費縮減を図り、施

工契約を含めて、Ｖ３予算内に収めること。 

 



（令和3年1月21日 契約変更に伴う追記） 

・大会延期に伴う追加経費については、既存

経費も含めて可能な限りの効率化、精査を

図っている。 

・現時点では、大会経費の都の枠内である

ことを確認できないため組織委員会負担

とする。 

・引き続き、経費が最小限のものとなるよ

う抑制・削減に取り組むこと。 

・都は大会経費の都の分担額の枠内であ

ることを確認した上で負担することとす

る。 

＊公費負担の対象となるパラリンピック経費に該当するか否かについては、「パラリンピッ

ク経費の基本的な考え方について」に基づき、パラリンピック作業部会において確認する

ものとする。 


